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 防衛装備庁の「安全保障技術研究推進制度」は今
年で発足4年目を迎える。大学からの応募件数は
2015年度58、16年度23、そして昨年は日本学術
会議の声明を受け止め応募しないと明言する大学が
多く出た結果、予算が6億円から110億円と急増し
たにもかかわらず大学からの応募は22件にとどまっ
た。しかも岡山大学は5件も応募するなど複数応募
した大学があり、応募大学は10前後と思われる。そ
して昨年度は研究主体として採択された大学はゼ
ロ、分担研究者として4大学が採択されたにすぎな
かった。 
 そのような中で、今年、防衛装備庁は大学からの
応募を増やそうと必死に動いている。従来からある
タイプＡ（上限3000万円）、タイプS（5年間で最
大20億円）とあわせてタイプC（上限1000万円）
を新設したこともそのためだろう。タイプCは「独
創的な着想に基づく研究提案を積極的に募集するた
め」に新設され、「研究遂行能力、研究の動機・目
標・アプローチ」などが示されれば、年度ごとの研
究実施計画や研究予算計画書などは出さなくてよ
い、というように応募のハードルを下げており、池
内了氏は米国のDARPAのようにア

 また今年の応募要領では昨年以上に、「基礎研
究」の募集であることを強調している。しかし、表
現の書き換えにごまかされてはならない。今年の応
募要領を見てみよう。 
「本制度では防衛装備庁が自ら行う防衛装備品その
ものの研究開発ではなく、先進的な民生技術につい
ての基礎研究を対象としていることから、研究成果
については広く民生分野で活用されることを期待し
ています。」 
 これについて昨年は次のように書かれていた。 
「本制度で委託する研究は、防衛装備品そのものの
研究開発ではなく、将来の防衛分野における研究開
発に応用できる可能性のある萌芽的な技術を対象と
したものです。研究の結果、良好な成果が得られた
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ものについては、…防衛装備庁が将来の研究開発に
応用することができることを期待しています。」 
 いうまでもなく1年でこの制度の目的が変わるは
ずはなく、防衛装備庁のねらいは防衛に応用しうる
技術開発にあることは自明である。またそうでなけ
れば防衛装備庁の予算として認められるはずはな
い。昨年明記したことを今年は意図的に隠している
ことは明らかであり、上記の文章を鵜呑みにして民
生目的研究だから良いと考える研究者がいるとすれ
ば、このような社会的認識が全く欠如していると言
わざるを得ない。（なおp.8で山口氏は、説明会場で
「防衛分野での将来における研究開発に資すること
を期待して」が追記されていたと報告している。） 
 日本学術会議の声明にもあるように、軍事的安全
保障研究＝軍事研究は次のいずれかに該当するもの
と考えねばならない。 
（Ａ）軍事利用を直接研究目的とする 
（Ｂ）研究資金の出所が軍事関連機関である 
（Ｃ）研究成果が軍事的に利用される可能性がある 
 そして（C）には将来の防衛装備品（兵器など）
の開発につなげるという目的を持った基礎研究も含
まれる。基礎研究であれば軍事研究ではないとはな
らないことをおさえ、その境界があいまいだからこ
そまずは（B）の出所で判断すべきなのである。 
《大学内の倫理規定やガイドラインを全教職員の合
意で作り出そう》 
 日本学術会議声明は、「軍事的安全保障研究と見
なされる可能性のある研究について、その適切性を
…技術的・倫理的に審査する制度を設けるべきであ
る」としている。声明から 1 年後の 3 月に日本学
術会議が全国の大学・研究機関に調査した結果が次
の図である。（4月 3 日日本学術会議総会で示され
たスライド なお調査結果は日本学術会議 HP に掲
載されている）これによれば、声明をきっかけに何
らかのガイドラインを作ったところが 23、検討中
が 30 にのぼる。明確に応募しないと決めた大学も
少なくない。3 月 28 日、京都大学は「京都大学に
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日本学術会議声明１周年 大学での軍事研究に反対し学問の自由を考える集い 
                                 (３月３１日明治大学)に１７０名参加   詳報次号 
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 おける軍事研究に関する基本方針」を発表し、
「本学における研究活動は、社会の安寧と人類の幸
福、平和へ貢献することを目的とするものであり、
それらを脅かすことに繋がる軍事研究は、これを行
わないこととします」と明確に述べている。この背
景に 2015 年以来 3 回にわたる山極総長と職員組
合中央執行委員長との意見交換もあったのである。 
 さらに信州大も学内の研究が軍事目的に利用され
ないか審査する仕組みを設けるなど各大学で取り組
みが進んでいる。 
 また「検討中であり今年度も応募は認めない」と
する大学もある。例えば昨年私たちが応募しないよ
う申し入れを行った東京工業大学では、今年度もま
だ規定が定まっていないため応募は認めないとして
いる。また徳島大学は多くの大学に調査して規定案
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を作成したが、教職員組合との話し合いを経て、
今年度も応募を認めないと決めた  
 このように学術会議声明を真摯に受け止め、良
識的に取り組む大学がある一方で、昨年度分担研
究に加わり連絡会として抗議の申し入れを行った
東京農工大学は今年度も応募を認める姿勢を変え
ていない。また同様に訪問して抗議した岡山大学
は、質問状に対して未だに返答もしていない。 
 各大学や研究機関で、改めてこの問題を広く議
論し、この制度に応募しないことを訴えることが
急務である。とりわけ若手研究者らがタイプCに
幻惑されないように、また企業や研究機関からの
分担研究という誘いにものらないように働きかけ
ていただきたい。タイプCは防衛装備庁にとって
は大学の研究者を誘い込む罠のようなものであ
る。また分担研究に与することは、産軍学連携と
いう深みにはまる第一歩である。 
 制度ができて4年目の今年、防衛装備庁の甘言
に惑わされず、毅然として取り組み、大学や研究
機関からの応募・採択を減らすことが、日本社会
の軍事化への歯止めをかけることになる。p.6に
徳島大学の斎藤先生が寄稿された取り組みの報告
を掲載している。このような粘り強い対話が大学
の良識を蘇らせていくことに確信を持ち、さらに
取り組みを進めていただければと願う。 
   （軍学共同反対連絡会事務局 小寺隆幸） 
 

1

 この集いは日本学術会議声明の意義と課題を考え
るとともに、今春の取り組みを進めるために軍学共
同反対連絡会主催、日本私立大学教職員組合連合共
催で行われた。そして連絡会と協力して取り組んで
こられた全国大学高専教職員組合や、明治大学教職
員組合、平和と人権を希求するオール明治の会に後
援していただいた。とりわけ明治大学の上記 2 団体
は会場を提供していただくとともに受付なども行っ
ていただいた。この場を借りて感謝したい。 
 この日は様々な催しや大学の入学式準備などが重
なり、参加したいが来られない方も多数いる中で、
170 名が参加していただいた。 
 第１部では西山共同代表の開会の言葉、丹羽日本
私大教連委員長の挨拶に続いて小森田秋夫神奈川大
学教授（日本学術会議「安全保障と学術に関する検
討委員会」前委員）が「学術会議声明から１年 そ
の意義と課題」と題して講演された。 
 第２部では池内了連絡会共同代表が「防衛装備庁
の安全保障技術研究推進制度 2018 年度応募要項の
批判」をテーマに講演した。（本レター20 号参照） 
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 第３部は光本滋北海道大学准教授が「学問の自
由と大学の自治の現代的課題」について講演さ
れ、その後、小森田・池内・光本・丹羽・多羅
尾・浜田氏によるパネルディスカッションを行っ
た。最後に連絡会赤井前事務局長が閉会の挨拶を
行った。紙数の関係で報告は次号に掲載する。 
 全 容 を YouTube で見 るこ とが でき る。
“20180331 UPLAN 大学での軍事研究に反対し
学問の自由を考える集い”で検索していただきた
い。撮影・配信された三輪さんに感謝したい。 
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軍学共同反対連絡会第2回総会（3月 31日）での報告と決定 
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交通費補助87500 円 印刷費・送料 73097 円

6

  記者会見や情報提供などを通してメディアへ働 
  きかける。 
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 徳島大学   斉藤 隆仁   

1

はじめに 
 今春、徳島大学は防衛省防衛装備庁の安全保障
技術研究推進制度に応募を可能とする審査基準を
設ける提案をした。この対応を通じて、軍学共同
に反対するにはどうしたらよいのだろうかという
ことを改めて考える機会を得た。私の徳島大学教
職員労働組合および日本科学者会議(JSA)徳島支部
を通じた経験をお伝えすることで、皆様にもどう
いった対応（運動）を展開したら良いのかを考え
るきっかけとしてほしいと思い、今回の経験を紹
介する次第である。 
パブリック・コメント 
 2 月 27 日の夕方に大学内の全教職員宛のメール
「徳島大学の争的資金制度等による安全保障技術
研究への対応について（依頼）」を受信した。2 月
20 日の教育研究評議会で説明がなされ、学内の研
究者から意見を求めたうえで、意見を参考とし、
改めて審議を行うとのことである。いわゆるパブ
リック・コメントの機会が与えられたわけであ
る。早速、資料を学内専用 HPからダウンロードし
てみると、次の 3 点が記載されていた。 
１．背景・目的として、安全保障技術研究推進制
度が始まり、日本学術会議での議論を経て声明が
出されたこと。徳島大学では、現在、研究内容に
ついての審査は行われていないこと。今回、外部
資金の受け入れについて、軍事研究について審査
基準を制定し、審査基準を設けることで、容易に
軍事研究に加担することがないように、入り口で
チェック体制を図ることとする。 
２．審査基準として、９つの基準を策定する。競
争的資金制度に該当しない場合であっても、この
審査基準を準用する。 
３．学長制定として取り扱う。 
 学術会議における議論の過程や、その後の展開
をそれほど知らない方にとってみると、軍事研究
に対する歯止めを講じる審査基準を設けるという
ことを大学が決めようとしているのだと受け止め
られる提案である。 
 しかし、そこに列挙されている９つの審査基準
は、見覚えのある審査基準であった。豊橋技術科
学大学が学術会議の声明の直前(2017/3/22)から
実施をした競争的資金制度等による安全保障研究
の取り扱い[1]の審議する観点①～⑩のうち、②が
省かれ、④の文言が若干修正されただけで、９項
目がほぼ「コピペ」されたものであった。後述す
る学長懇談会では、豊橋技科大には準用すること
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の許可を得ていたとのことではあるが、徳島大学の
提案には豊橋技科大の観点から引用されたとの記述
がないことから、その運用も豊橋技科大と同様に行
う、すなわち安全保障技術研究推進制度に応募する
可能性を開くためものであろう。豊橋技科大の取り
扱いについては、軍学共同反対連絡会 NewsLetter 
No.8 にて池内了氏の詳細な批判があることから、
一教員としてパブリック・コメントに意見を述べる
とともに、徳島大学教職員労働組合としての運動を
展開することとした。 
これまでの経緯１ 教職員労働組合 
 2015 年度以降の安全保障技術推進制度の導入以
降、毎年、質問状という形で、この制度に応募する
にあたっての徳島大学の対応を質問状という形で尋
ねるともに[2, 3]、学長選挙における候補者への質
問[4]、組合と学長の懇談会[5]で話題にしてきた。
また 2015 年 12 月には、米軍からの研究資金提供
が徳島大学を含む全国の大学であることが新聞報道
されたことについても質問をしている[6]。これら
のやり取りの中から、基準を設ける難しさについて
執行部（学長）が苦慮していることを知るととも
に、基準を設ける際には執行部が「勝手に」決める
のではなく、民主的な手続きを経て決定することの
約束を取り付けている。今回のパブリック・コメン

 
 労働組合には多様な意見を持つ構成員がいること
から、いきなり軍事研究反対とはせずに、質問状と
いう形で大学の対応についての質問を重ねた。懇談
会を含めたやり取りの中から、組合の活動方針のひ
とつとして、「軍事共同研究を安易に推進しないよ
う大学に求める」ことを 2017 年の定期大会の議
案書に盛り込み、採択された。今回の運動はその議
決に基づいたものである。 
これまでの経緯２ 市民との連携 
 2016 年から日本学術会議の議論が始まった。そ
して 2016 年 8 月末には 2017 年度の安全保障技
術研究推進制度の予算として一挙に 100 億円への
増額が決定された。9 月に開催された JSA 総学
（龍谷大学）、全大教教研集会（金沢大）での議論
に参加して、これは単に大学内で応募の可否を決め
る問題ではないと確信した。 
 そこで JSA 徳島支部では、市民と共同した運動
として共同声明「徳島県内の大学・高専での軍事研
究に反対する」を作成し、様々な個人および団体に
賛同を依頼することとした。問題の背景としての運
営費交付金削減などの複雑な事情があることから、
署名とはせず、ある程度の背景と声明の趣旨を説明
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する機会を設けたうえでの賛同をお願いした。数か
所の市民運動（草の根を含む）に出かけて、現状を
説明したうえでの賛同をいただいた。多くの方の協
力を得て、予想をはるかに上回り、33 団体、175
名の賛同が得られた。 
 この共同声明は 2017 年 3 月に県内の大学・高
専の学長に手渡すとともに、懇談を行った。ほとん
どの学長が、安全保障技術推進制度に応募する可能
性がほとんどないことを表明したが、徳島大学学長
のみは、デュアルユースの線引きの困難さについて
の意見交換があり、場合によっては応募の可能性を
感じた。 
これまでの経緯３ シンポジウム 
 学内の世論喚起が必要であるとともに、市民とと
もに軍学共同についての学習を深める必要性がある
と判断し、2017 年 3 月 14 日に学内教員有志によ
り市民に開かれた学習会を実施した。講師として池
内了氏にお越しいただき、包括的に大学における軍
事研究の問題点を詳細に指摘していただいた。 
 参加者の多くは一般市民であった。安全保障技術
推進制度に応募する可能性が高いのは理工学部であ
ることから、事前にチラシを全教員室に配布したも
のの、学内からの参加者は主催に近い人のみにとど
まり、この問題に対する学内意識の低さが懸念され
た。 
学長懇談 
 パブコメがあったことから、全教職員へのメルマ
ガの中で今回の大学の提案への懸念を述べるととも
に、パブコメに意見を表明するように呼びかけた
[7]。結果として、組合 3 役の 3 名のみが意見を大
学に伝えただけであった。この点でも学内の世論形
成に対する意識の低さを改めて感じた。 
 組合として懇談会の要望を行い[8]、4 月 5 日に
懇談が行われた[9]。大学側は、①今回の提案は軍
事研究を行わないという原則により作成した、②防
衛装備庁の安全保障技術研究制度は、憲法に基づく
制度なので、教員が応募することについては問題は
ない、③大学としては、その応募が軍事研究である
かどうかの審査を行うものである（大学が軍事研究
でないと判断すれば、機関承諾する：懇談では明言
はないが、筆者の解釈）、④大学が同制度への応募
を認めないことは、研究の自由を侵害することにな
る、を繰り返し説明した。組合は、①2016 年 3 月
日本学術会議の声明の根幹である「防衛装備庁の制
度は研究への国の介入が著しいことへの懸念」を踏
まえていない、②現時点での応募は稚拙である、③
科学と軍事についての市民シンポジウムを開催する
などして、社会的合意形成を得る努力をすべきであ
る、④他大学の基準の引き写しでなく、自分たちの
言葉で基準を作成すべきである、を主張した。徳島
大学の基準をつくる必要性については合意したもの
の、それ以上の形成がなされず時間切れとなった。 
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 今回の懇談で大変勇気づけられ、また懇談の中で
紹介させていただいたのは、軍学共同反対連絡会
ML で紹介され、懇談前日に送付された池内了、望
月衣塑子、梶原昭博（北九州市立大学副学長）によ
る北九州市立大学シンポジウム「科学技術と倫理」
報告書である。1 年前に私たちはシンポジウムを開
催してはいるものの、大学当局を巻き込んだものと
はならなかった。こうしたシンポジウムを北九州私
立大学が主催したことに敬意を表するとともに、懇
談の場で確信をもって市民との合意形成の必要性を
主張できた。 
今回の運動を経て感じた事 
 4 月 17 日に大学は全教員宛に、安全保障技術推
進制度の機関承認は行わないことを通知した。役員
会において、今回の審査基準について、教育研究評
議会に差し戻したとのことである。審査基準につい
て時間をかけた議論が必要であると判断したのであ
ろうと思われる。今回は、組合、JSA 徳島支部およ
び声明に賛同した市民の意見が反映された結論とな
ったが、薄氷を踏む思いであった。実際、組合で
は、さらなる質問状を提出したし[10]、審査基準を

 
 今回の懇談会において、大学は審査基準を作成す
るにあたり４０を超える大学を訪問し、各大学の審
査基準の調査をしていることが紹介されたことか
ら、大学としての「本気」をひしひしと感じた。私
たちも、組合、全大教、市民と連携した JSA 徳島
支部、そして軍学共同反対連絡会といったネットワ
ークを活用して運動を展開することができた。これ
からは、最も大変である学内の世論喚起と市民を交
えた議論をすすめ、大学が市民と合意形成するよう
に、運動を進めていきたいと考えている。 
参考文献 
[1] 豊橋技術科学大学の「競争的試験制度による安全保障研究
の取り扱い」 https://www.tut.ac.jp/docs/170322kisyakaiken.pdf 
[2]組合質問と回答(2015 年) http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/document/20150727military.pdf （質問）, 
http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/document/20150831military_answer.pdf（回答） 
[3] 組合質問と回答(2016 年) http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/document/20160329military.pdf（質問）, 
http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/document/20160510military_answer.pdf（回答） 
[4] 学長候補者に対する公開質問への回答 http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/document/20151005answer.pdf 
[5] 組合と学長の懇談 http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/document/20161114gakucho.pdf , 
http://tokushima-u-
[6] 米軍の資金 http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/document/20151221army.pdf（質問）, 
http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/document/20160210military_answer.pdf（回答） 
[7] メルマガ http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/mailmagazine/20180303.htm 
[8] 懇談会要望 http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/document/20180328military.pdf 
[9] 懇談会要旨 http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/document/20180405gakucho.pdf 
[10] 懇談後の質問状 http://tokushima-u-
union.in.coocan.jp/document/20180417military.pdf 
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       共同代表：池内  了 ・野田 隆三郎・西山 勝夫 
軍学共同反対連絡会ホームページ http://no-military-research.jp/  
軍学共同反対連絡会事務局  
   ▶事務局へのメールは下記へ 件名に［軍学共同反対連絡会］と明記してください。 
    小寺（kodera@tachibana-u.ac.jp） 赤井（ja86311akai@gmail.com） 
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         岐阜大学工学部外部資金係長  山口利哉 
                                
 3月 29日の H30安全保障技術研究推進制度公
募説明会の大阪会場に行ってきました。 
  会場の印象：ホテルの会議室なのに受付開始 9：
30 までは玄関掲示板に使用行事の掲載がなく，会
議室前にも通常置かれている据え置き掲示板は使用
せず、「STAFF」とだけ明記された、実名のない名
札をつけた職員が A4 の紙の案内板を手に持っての
誘導でした．何をそんなに警戒しているのか？って
感じでした。（会場内の関係者はすべて「STAFF」
と書かれた名札をつけていましました。全員が防衛
装備庁の職員なのか、もしくは事務委託先の株式会

 事前に撮影禁止とあり，録音はダメとなっていな
かったので録音するつもりで行きましたが、当日、
撮影・録音はダメと告げられたので録音はできませ
んでした。 
 後日，当日の PP と質疑応答は HP に UP すると
のことでした．（３月３０日には PP とリーフレッ
トは UP されていましたが４月８日の時点では質疑
応答に関しては UP されていません。） 
  説明は一貫して，「防衛装備品への応用可能性は
審査の観点に含めない」、「先進的な民生技術につい
ての基礎研究を公募」、「研究成果の公表の制限はし
ない」、「PO（プログラムオフィサー）が研究内容
に介入することはない」、「知的財産権は研究実施機
関に帰属させる」と強調すればするほど，であれ
ば，基礎研究支援のための文科の科研費等（H16
から企業等の研究者の応募可能）の増額をすれば何
も問題ないのに防衛装備庁が公募する意味が理解で
きず，隠れた意図を応募者側で忖度してしまいそう
な感じになります． 
 また、当日配布されたリーフレットの最初に「先
進的な民生技術についての基礎研究を発掘・育成す
ることを目的とした制度です」とうたいながら、裏
面の本制度の趣旨では、その前に「防衛分野での将
来における研究開発に資することを期待して、」と
追加してありました。ということは、やはり研究者
は「期待に」応えようとするのではないでしょう
か？さらにリーフレットには、採択研究者の応募に
至った経緯の記載がありました。それは、研究実施
側の利益・権利が約束され、研究費の確保は研究者
として最重要であり、将来を見据えた他機関との協
力関係を築くことも研究に欠かせない、という理由
で応募されたようです。しかし研究者の所属する組
織の平和と福祉の理念に基づくこととは相容れない
ことになります。やはり「研究費」という金の魅力
がいかに大きいかと私には感じ取れました。 
   私が質問したのは，PO は研究介入しないとのこ
とでしたが，PD（プログラムディレクター）はど
ういう位置づけか聞きました．これに関しては通常
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の競争的資金であるような研究の進捗管理だけとの
ことでした．また知的財産権も「一定の条件を付
す」の意味合いを日本版バイドール法の適法要件だ
けか確認しました．研究内容には介入しないが、マ
ネジメントということで、研究進捗や、予算管理に
は指導助言するということです。つまり、研究費が
欲しい研究者には、時間（研究進捗）と金（予算管
理）でコントロールされることを覚悟することが必
要です。他の競争的資金も同様だといえばそれまで
ですが、やはり資金の出所が「防衛装備庁」であれ
ば、その設置の趣旨に沿ったマネジメントにならざ
るを得ないことは明白です。 
  公募でのうたい文句はとてもいいのですが，採択
後の契約では，提示されている契約書がすべてにお
いて事前の通知が必須になったりしていたので，そ
の契約書の条項に関しては，契約時に文言の交渉の
余地はあるか聞きましたが，1 字たりともだめとの
ことでした．ここに彼らに思い（戦術）が詰められ
ていると感じました． 
  そのほかに研究者の流動性に絡めて，採択後の
所属変更は JST 経費のように契約先の変更ができ
るか確認しました．これには代表者はダメだが，分
担者については協議の上とのことでした．他の方の
質問で、研究者の国籍に関して質問がありました
が、これは日本国籍に限ると回答をしていました。
こうした点は、研究者の流動性とグローバル化のな
かで、非常に閉鎖的にならざるを得ない「防衛・軍
事」的なものを感じました。 
 また今回新設の「タイプ C」ですが，公募時に研
究実施計画の提出は不要で，そのかわり研究者の研
究遂行能力が確認できる論文等の提出が求められて
います．これは，特に若手の研究者をターゲットに
したものにように感じました．研究費がタイプ
A,B より少ないといっても 1,300 万円×3年です．
それには研究計画書が不要で自らの論文を出せば良
いだけで，大学では助教を中心とした若手の研究者
には魅力的な資金に映ると感じました． 
 ある企業さんらしい方からの質問で、間接経費
30％は当社の一般管理費率から言うと高いので、
社内のコンプライアンス上、比率を変えていいかと
の質問には、一律 30％でお願いしますとことでし
た。少しマニアックなことになりますが、よくある
「委託研究」の場合は、この実施者側の一般管理率
が問題になることがあります。しかし、間接経費率
よりも、軍事に寄与する研究（防衛装備庁が公募す
る研究）に応募すること自体をコンプライアンス上
の問題にしてもらいたいと感じました。 
 
PS 2018.4.11 名古屋大学での「公正研究セミナ
ー」にて黒木登志夫氏に「安全保障技術研究推進制
度」について質問した際の答え： 『防衛研究との
境目がなくなっていることは認めるが、PD に対し
て半年に 1 度報告することが求まられているとい
うことは、完全に防衛装備庁にコントロールされる
ことになる。』と PD 経験が豊富な黒木氏の発言に
はとても説得力があった。 


